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資料２ 

令和５年度第１８回庁議提案 審議・報告・その他 

                     提 出 日：令和５年１２月２７日 

                     担当部・課：総務部人事課〔内線４０６３〕 

① 件  名 

職員の妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のための育児休業等代替任期付職員の配置について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

令和５年６月１３日に閣議決定された「こども未来戦略方針」において、国際的に見ても低水準に

ある夫の家事・育児関連時間を増やし、共働き・共育てを定着させていくために男性の育児休業の取

得促進が掲げられ、育児休業制度の給付面の拡充と併せて、２０２５年までに３０％とした男性職

員の育児休業取得率の政府目標を、国家公務員及び地方公務員（一般職・一般行政部門職員）につい

ては、２０２５年までに１週間以上の取得率を８５％、２０３０年までに２週間以上の取得率を８

５％に引き上げることとした。 

 

【目的】 

本市においても、男性職員の育児休業の取得促進のため、育児休業を取得した際に代替職員を配

置し、育児休業を取得した職員及び職場双方の負担軽減を図ることにより、職員の妊娠・出産・育児

等と仕事の両立を支援する。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令：有・無】 

【総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無】  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和４年 １月 石巻市職員の勤務時間、休暇等に関する規則等の一部改正の施行による休暇の新

設・有給化 

     ４月 石巻市職員の育児休業等に関する条例等の一部改正の施行により非常勤職員にお

ける休暇・休業等の取得要件緩和 

    １０月 石巻市職員の育児休業等に関する条例等の一部改正の施行により育児休業の取得

回数制限の緩和及び育児参加のための休暇の対象期間の拡大 

令和５年 ６月 「こども未来戦略方針」閣議決定 

⑤ 主な内容 

１ 制度概要 

男性・女性を問わず、職員の育児休業（女性職員にあっては産前産後休暇を含む。）期間に応じて、

任期付職員を代替職員（以下「育児休業等代替任期付職員」という。）として配置する。男性職員の

場合、短期間の育児休業取得が多いが、本市独自の育児支援策として最短でも１年間（原則）は育児

休業等代替任期付職員を配置する。 

 

２ 採用方法 
  随時募集（作文試験・面接試験等）により合格した者を採用候補者名簿に登録し、登録日から１年
間（延長可）を有効期間とする。職員から請求のあった育児休業等を承認後、採用候補者名簿に登録
された者の中から採用する。 

 
３ 受験資格 
  年齢制限なし。専門職については資格要件あり。地方公務員法第１６条に規定する欠格条項に該
当する者は受験不可。 
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４ 代替の対象となる職員 
常時勤務を要する一般職員（任期付職員を含む。定年前再任用短時間職員等の非常勤職員を除く。） 

 
５ 採用・配属までの流れ（イメージ） 

 
採用試験申込 → 最終合格 → 採用候補者名簿登録 → 育児休業等職員の発生 

                                  
 → 採用連絡・応諾 → 採用内定・手続 → 採用・配属         

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

育児休業等を取得した職員及び職場双方の不安軽減や負担軽減が図られる。また、職員のワーク・

ライフ・バランスの充実につながり、職員が公務員という立場での仕事と、子育てという親の責務と

の両立に向けた職場環境づくりへの効果が期待される。 

さらに、本市が率先して職員の子育て支援策に取り組むことで、民間企業の取組を促進し、地域全

体の少子化対策の一助となることが期待される。 

 

【市財政への負担】 

  制度開始から１年間（令和６年１０月～令和７年９月）における影響額見込み（一般行政職） 

  ６２，８５０千円（共済費、職員手当等を含む。） 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

埼玉県、横浜市等で同様の事例あり 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和６年 ２月 市議会第１回定例会に職員人件費として関係予算案を提案 

 ４月 育児休業等代替任期付職員の募集開始 

１０月 育児休業等代替任期付職員の採用 

⑨ その他 

 

 


